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【企画趣旨】

【媒体概要】

読者全体の55.8％を占めるコア層
は、経営の中枢を担うマネジメン
ト層であり、企業活動の意思決定
に関与する立場にある読者は
64.3％にものぼります。

※詳細につきましては、媒体資料
をご覧ください。

■『週刊東洋経済』媒体概要
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改正マンション建替え円滑化法が12月に施行されます。マンションの「経年劣化」や耐震性の問題がクローズアップされている
中で、施行時には大きな注目を集めるものと想像されます。
しかし、マンション住民に広く法改正の内容や意義などが浸透しているとはいえないことも事実でしょう。これから、マンショ

ン住民にとって新たな選択肢を広く訴求することによって、ニーズが顕在化していくはずです。
一方、改正マンション建替え円滑化法によって新しい競争が始まることも想像に難くありません。改正マンション建替え円滑化

法の施行は、貴社の特長や優位性などを訴求する絶好のタイミングとなるのではないでしょうか。貴社が選ばれる存在となるめに
も、積極的なメッセージの発信が欠かせないと確信しております。

そこで『週刊東洋経済』2014年11月17日発売（11月22日）号において、改正マンション建替え円滑化法とその意義などを解
説する解説するとともに建替えのサービスや技術などを紹介する「広告特集 改正マンション建替え円滑化法とは何か（仮題）」
を企画いたしました。
『週刊東洋経済』読者層のボリュームゾーンは企業のトップおよびミドル。組織内の意思決定に大きな影響力と権限を行使しう

る方々です。また、多くの読者がマンションに居住する層とも重なり合うことでしょう。こうした読者層に直接、メッセージを伝
達できる媒体特性を考慮すれば、コストパフォーマンスに優れた広告効果を発揮できるものと確信しております。貴社ＰＲ戦略の
一環として『週刊東洋経済』のご活用をご検討いただければ幸いです。何卒よろしくお願いいたします。



【掲載概要】

■『週刊東洋経済』 ＜総論ページ＞改正マンション建替え円滑化法のポイントを解説します。
＜広告ページ＞広告主様のサービスやソリューションを記事広告や純広告で読者にご紹介させていただきます。

■オプション ：『東洋経済オンライン』 トップページからの誘導期間：11月24日（月）～ ＊4週間

・TOPページから総論ページ、各広告主様記事広告ページへと誘導し、広告主様のホームページへリンクも貼ります。
・純広告でご出稿いただいた広告主様の社名・ロゴをバッジ広告として掲載し、広告主様のホームページへリンクを貼ります。

＊特集の構成は変更になる可能性がございます。
＊資料請求された読者、および事例の続きを読まれたユーザーの情報は弊社が集計し、専用のサーバ上にアップします。

広告主様はその情報を専用のID・パスワードにてダウンロードしていただくことが可能です。

※記事広告に続き、純広告を掲載します。
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ビジネス誌系サイトNo.1のＰＶです

月間ページビュー 4,729万PV
月間ユニークユーザー数 710万UU

（2014年6月、当社調べ）

2003年6月にスタートした「東洋経済オンライン」は、「新世代リーダーのためのビ

ジネスサイト」として2013年11月にリニューアルしました。30代～40代のビジネス

パーソンを中心に多くのユーザーからの支持をいただき、わずか半年でビジネス誌系サ

イトナンバーワンにまで成長いたしました。

大きな特徴は、30代～40代の新世代リーダーを対象にしたビジネスニュースサイトで

ある点、会員登録なしでどなたでも気軽に記事を読めるオープン型サイトである点、さ

らに「東洋経済オンライン」でしか読めないオリジナル記事、連載が充実している点で

しょう。

今後は「テキスト」「写真」「ビデオ」「音声」を組み合わせた新世代のビジネス

ニュースメディアとして、さらなる注目を集めるサイトへの進化を続けてまいります。

【東洋経済オンラインについて】



【広告料金】※税別

【オプションプラン】※別料金 ＊詳しくは営業担当者までお問い合わせください。

【お問い合わせ】

【スケジュール】

■本社 〒103-8345 東京都中央区日本橋本石町1-2-1 TEL:03-3246-5601 FAX:03-3246-0679
■関西支社 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜2-6-18 淀屋橋スクエア14F TEL:06-4708-4651 FAX:06-4708-3140

株式会社 東洋経済新報社 ビジネスプロモーション局 メディア営業部 http://adinfo.toyokeizai.net/

■ 抜き刷り（小冊子）

記事広告を抜き出して印刷いたします。
『週刊東洋経済』の表紙やロゴを配した小冊子を営業ツールとしてご利用いただけます。

掲載誌発売の1週間後開始～４週間。トップ画面およびメールマガジンから記事広告ページへの誘導を行います。6ヶ月間は弊社サイトで掲載します。

記事広告1ページの場合 → 500,000円（税別、制作費込み）
記事広告2ページの場合 → 600,000円（税別、制作費込み）

※上記の料金に別途消費税が加算されます。

体裁 ページ数 料金

記事広告
２ページ 1,800,000円 （通常価格2,100,000円）※特別価格内訳 掲載料：1,400,000円＋制作費：400,000円

１ページ 1,000,000円 （通常価格1,100,000円）※特別価格内訳 掲載料： 800,000円＋制作費：200,000円

記事広告＋純広告 1ページずつ 1,600,000円 （通常価格1,900,000円）※特別価格内訳 掲載料：1,400,000円＋制作費：200,000円

純広告
２ページ 1,500,000円 （通常価格1,700,000円） 完全データ入稿

１ページ 800,000円 （通常価格900,000円） 完全データ入稿

記事広告お申込〆切 取材〆切 純広告お申込〆切 入稿〆切 校了日 発売日

9月26日（金） 10月10日（金） 10月17日（金） 10月31日（金） 11月7日（金） 11月17日（月）

■ Ｗｅｂ転載 「東洋経済オンライン」
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